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平成２６年度当初予算の概要

Ⅰ 会計別予算額

１　一般会計及び各特別会計    （単位　千円）

   会     計    名
平成２６年度
当初予算額

平成２５年度
当初予算額

増  減  額
 増減率
（％）

26,120,000 24,630,000 1,490,000 6.0

7,191,000 7,061,000 130,000 1.8

438,000 396,000 42,000 10.6

3,688,000 3,468,000 220,000 6.3

471,000 396,000 75,000 18.9

1,333,000 1,300,000 33,000 2.5

13,121,000 12,621,000 500,000 4.0

合　　　計 39,241,000 37,251,000 1,990,000 5.3

２　水道事業会計    （単位　千円）

   区                分
平成２６年度
当初予算額

平成２５年度
当初予算額

増  減  額
 増減率
（％）

収 入 1,950,000 1,736,938 213,062 12.3

支 出 1,995,000 1,807,708 187,292 10.4

収 入 501,000 288,861 212,139 73.4

支 出 1,023,000 781,353 241,647 30.9

収 入 2,451,000 2,025,799 425,201 21.0

支 出 3,018,000 2,589,061 428,939 16.6

Ⅱ　一般会計予算

１　当初予算額の推移 （単位　千円）

当 初 予 算 額 対 前 年 増 減 額 対前年度比（％）

20,780,000 884,995 4.4

21,320,000 540,000 2.6

22,380,000 1,060,000 5.0

24,630,000 2,250,000 10.1

26,120,000 1,490,000 6.0

年      度

平 成 24 年 度

平 成 22 年 度

平 成 23 年 度

一 般 会 計

国 民 健 康 保 険

介 護 保 険

後 期 高 齢 者 医 療
特
別
会
計

農 業 集 落 排 水 事 業

公 共 下 水 道 事 業

計

平 成 26 年 度

平 成 25 年 度

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支

合 計



２　歳入内訳

平成２６年度 平成２５年度

予算額 構成比 予算額 構成比 比較 増減率

　Ａ （％） Ｂ （％）   Ａ-Ｂ （Ａ－Ｂ）/B(%)

1 市 税 12,794,240 49.0 12,732,907 51.7 61,333 0.5

2 地 方 譲 与 税 357,450 1.4 371,600 1.5 △ 14,150 △ 3.8

3 利 子 割 交 付 金 14,800 0.1 14,800 0.1 0 0.0

4 配 当 割 交 付 金 18,000 0.1 11,900 0.1 6,100 51.3

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 4,380 0.0 4,380 0.0 0 0.0

6 地 方 消 費 税 交 付 金 659,592 2.5 537,400 2.2 122,192 22.7

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 100,500 0.4 100,500 0.4 0 0.0

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 34,000 0.1 58,000 0.2 △ 24,000 △ 41.4

9 地 方 特 例 交 付 金 50,761 0.2 46,221 0.2 4,540 9.8

10 地 方 交 付 税 40,000 0.2 50,000 0.2 △ 10,000 △ 20.0

11 交通安全対策特別交付金 8,800 0.0 9,000 0.0 △ 200 △ 2.2

12 分 担 金 及 び 負 担 金 474,050 1.8 478,991 1.9 △ 4,941 △ 1.0

13 使 用 料 及 び 手 数 料 498,012 1.9 460,870 1.9 37,142 8.1

14 国 庫 支 出 金 3,932,772 15.0 3,250,475 13.2 682,297 21.0

15 県 支 出 金 1,248,348 4.8 1,124,568 4.6 123,780 11.0

16 財 産 収 入 25,745 0.1 33,057 0.1 △ 7,312 △ 22.1

17 寄 附 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

18 繰 入 金 1,408,485 5.4 1,830,024 7.4 △ 421,539 △ 23.0

19 繰 越 金 300,000 1.1 300,000 1.2 0 0.0

20 諸 収 入 467,064 1.8 457,506 1.9 9,558 2.1

21 市 債 3,683,000 14.1 2,757,800 11.2 925,200 33.5

歳 入 合 計 26,120,000 100.0 24,630,000 100.0 1,490,000 6.0

３ 市税内訳

平成２６年度 平成２５年度

予算額 構成比 予算額 構成比

Ａ (％) Ｂ (％) Ａ－Ｂ （Ａ－Ｂ）/B(%)

4,387,407 34.3 4,263,496 33.5 123,911 2.9

個 人 3,252,463 25.4 3,194,132 25.1 58,331 1.8

法 人 1,134,944 8.9 1,069,364 8.4 65,580 6.1

7,288,694 57.0 7,331,076 57.6 △ 42,382 △ 0.6

115,785 0.9 112,785 0.9 3,000 2.7

498,000 3.9 522,000 4.1 △ 24,000 △ 4.6

504,354 3.9 503,550 3.9 804 0.2

12,794,240 100.0 12,732,907 100.0 61,333 0.5

     　   　　(単位 千円）

増減率比較
  区     分

市 民 税

固 定 資 産 税

区　　　分

           (単位 千円）

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

都 市 計 画 税

市　　　税　　　合　　　計



歳入の特徴

　市税において、個人市民税は平成２６年度から東日本大震災復興特別税として均等割額５００円

が加算されることや、景気回復による所得増等により、前年度対比５，８３３万１千円増の３２億

５，２４６万３千円を見込んだ。また、法人市民税は、企業業績の回復により、前年度対比６，５

５８万円増の１１億３，４９４万４千円を見込んだ。

　固定資産税は、地価の下落や企業の新規設備投資の減少などにより、前年度対比４，２３８万２

千円減の７２億８，８６９万４千円を見込んだ。

  また、市たばこ税は、実績見込みを考慮し、前年度対比２，４００万円減の４億９，８００万円

を見込んだ。

　市税全体としては、前年度対比６，１３３万３千円増の１２７億９，４２４万円を見込んだ。

　地方消費税交付金については、地方消費税率が平成２６年４月から引き上げられることに伴い、

前年度対比１億２，２１９万２千円増の６億５，９５９万２千円を見込んだ。

　自動車取得税交付金については、税率引き下げにより、前年度対比２，４００万円減の３，４０

０万円を見込んだ。

　使用料及び手数料については、家庭系ごみ処理手数料、特定屋外タンク貯蔵所検査等手数料など

の増により、前年度対比３，７１４万２千円増の４億９，８０１万２千円を見込んだ。

　国庫支出金は、長浦駅舎等整備事業交付金、管渠整備事業補助金などの減があるものの、袖ケ浦

駅舎等整備事業交付金、臨時福祉給付金給付事業費補助金、子育て世帯臨時特例給付金給付事業費

補助金、学校給食センター施設整備補助金などの増により、前年度対比６億８，２２９万７千円増

の３９億３，２７７万２千円を見込んだ。

　県支出金は、緊急雇用創出事業補助金、放課後児童クラブ施設整備事業補助金などの減があるも

のの、保育所施設・設備整備費補助金、訓練等給付費等負担金、地域子育て支援拠点事業補助金、

千葉県住宅用省エネルギー設備導入促進事業補助金、国民健康保険基盤安定事業負担金などの増に

より、前年度対比１億２，３７８万円増の１２億４，８３４万８千円と見込んだ。

　繰入金は、教育施設整備基金、土地開発基金、市債管理基金等からの繰り入れが増額となるもの

の、財政調整基金からの繰り入れが６億２，０００万円と、７億円の減額となったことから、前年

度対比４億２，１５３万９千円減の１４億８４８万５千円となった。

　市債は、長浦駅舎自由通路整備事業債、昭和小学校屋内運動場改築事業債、交通安全施設等整備

事業債、庁舎改修事業債などの減があるものの、袖ケ浦駅舎自由通路整備事業債、学校給食セン

ター建設事業債、管渠整備事業債、昭和小学校体育諸施設整備事業債、高須箕和田線建設事業債、

椎の森工業団地整備事業債などの増により、前年度対比９億２，５２０万円増の３６億８，３００

万円を見込んだ。



４　歳出内訳

（目的別） （単位　千円）

　 平成２６年度 平成２５年度 比較 増減率
　　区　　　分

当初予算額Ａ
構成比
（％）

当初予算額Ｂ
構成比
（％）
　　　　　Ａ－Ｂ　　　　（Ａ－Ｂ）/B(%)

１　 議　会　費 289,689 1.1 305,933 1.2 △ 16,244 △ 5.3

２　 総　務　費 2,504,594 9.6 2,515,120 10.2 △ 10,526 △ 0.4

３ 　民　生　費 7,401,717 28.3 6,783,098 27.5 618,619 9.1

４　 衛　生　費 2,599,035 10.0 2,550,338 10.4 48,697 1.9

５ 　労　働　費 1,777 0.0 1,773 0.0 4 0.2

６　 農林水産業費 481,092 1.8 406,833 1.7 74,259 18.3

７　 商　工　費 625,920 2.4 488,392 2.0 137,528 28.2

８　 土　木　費 5,615,162 21.5 5,454,662 22.1 160,500 2.9

９　 消　防　費 1,299,020 5.0 1,357,007 5.5 △ 57,987 △ 4.3

10　教　育　費 4,113,798 15.7 3,564,119 14.5 549,679 15.4

11　災害復旧費 509 0.0 1,029 0.0 △ 520 △ 50.5

12　公　債　費 1,087,687 4.2 1,101,696 4.5 △ 14,009 △ 1.3

13　予　備　費 100,000 0.4 100,000 0.4 0 0.0

歳 出 合 計 26,120,000 100.0 24,630,000 100.0 1,490,000 6.0

（性質別） （単位　千円）

　 平成２６年度 平成２５年度 比較 増減率
　　区　　　分

当初予算額Ａ
構成比
（％）

当初予算額Ｂ
構成比
（％）
　　　　　Ａ－Ｂ　　　　（Ａ－Ｂ）/B(%)

１　人件費 5,443,660 20.8 5,559,159 22.6 △ 115,499 △ 2.1

２　物件費 4,524,598 17.3 4,424,284 18.0 100,314 2.3

３　維持補修費 173,345 0.7 161,213 0.6 12,132 7.5

４　扶助費 3,777,705 14.5 3,665,916 14.9 111,789 3.0

５　補助費等 2,352,808 9.0 1,914,341 7.8 438,467 22.9

６　普通建設事業費 6,431,042 24.6 5,382,452 21.8 1,048,590 19.5

７　災害復旧事業費 509 0.0 1,029 0.0 △ 520 △ 50.5

８　公債費 1,087,687 4.2 1,101,696 4.5 △ 14,009 △ 1.3

９　積立金 156,836 0.6 159,788 0.7 △ 2,952 △ 1.8

10　投資及び出資金 13,582 0.0 15,199 0.0 △ 1,617 △ 10.6

11  貸付金 232,484 0.9 217,525 0.9 14,959 6.9

12  繰出金 1,825,744 7.0 1,927,398 7.8 △ 101,654 △ 5.3

13　予備費 100,000 0.4 100,000 0.4 0 0.0

歳 出 合 計 26,120,000 100.0 24,630,000 100.0 1,490,000 6.0



歳出の特徴

1． 目的別歳出
　総務費は、庁舎整備事業（継続費）、電子計算業務費、広報関係事務費、住民記録等システム改修事業
費、千葉県議会議員選挙執行費などの増があるものの、行政情報化推進事業、庁舎維持補修事業、固定資
産調査委託事業、参議院議員選挙執行費などの減により、前年度対比１，０５２万６千円減の２５億４５９万４
千円となった。
　民生費は、子育て支援拠点施設整備事業、放課後児童クラブ施設整備事業などの減があるものの、臨時
福祉給付金給付事業、私立保育園施設整備助成事業、子育て世帯臨時特例給付金給付事業、訓練等給
付費等支給事業、心身障害児通所支援事業、介護保険特別会計繰出金、障害者の介護給付費等支給事
業などの増により、前年度対比６億１，８６１万９千円増の７４億１７１万７千円となった。
　衛生費は、予防接種事業、健康づくり支援センター管理事業などの減があるものの、ごみ処理事業、ごみ
指定袋制事業、保健衛生関係機関負担金等事務費、環境保全対策事業などの増により、前年度対比４，８６
９万７千円増の２５億９，９０３万５千円となった。
　農林水産業費は、県営経営体育成基盤整備事業（浮戸川上流Ⅲ期地区）などの減があるものの、「輝け！
ちばの園芸」産地整備支援事業、農業集落排水事業特別会計繰出金などの増により、前年度対比７，４２５
万９千円増の４億８，１０９万２千円となった。
　商工費は、企業立地奨励金・地元雇用奨励金交付事業、観光振興支援事業などの減があるものの、新規
立地奨励金・大規模設備投資奨励金、袖ケ浦椎の森工業団地整備事業、中小企業融資資金貸付事業など
の増により、前年度対比１億３，７５２万８千円増の６億２，５９２万円となった。
　土木費は、長浦駅舎等整備事業＜工事委託＞（継続費）、奈良輪雨水ポンプ場整備事業＜土木工事＞
（継続費）、公共下水道事業特別会計繰出金、特定交通安全施設等整備事業などの減があるものの、袖ケ
浦駅駅舎等整備事業＜工事委託＞（継続費）、奈良輪第一排水区雨水対策整備事業、三箇横田線建設事
業、長浦駅舎等整備事業、交差点改良事業、高須箕和田線建設事業、西内河根場線建設事業などの社会
資本整備費の増により、前年度対比１億６，０５０万円増の５６億１，５１６万２千円となった。
　消防費は、、無線県域及び共同指令センター運営事業などの増があるものの、一般職人件費、無線県域
及び共同指令センター整備事業、消防用車両購入事業、指令業務運営事業などの減により、前年度対比
５，７９８万７千円減の１２億９，９０２万円となった。
　教育費は、昭和小学校屋内運動場改築事業（継続費）、学校給食センター建設事業（用地造成工事）【継
続費】、平岡公民館改修事業などの減があるものの、学校給食センター建設事業（建築工事）【継続費】、給
食センター運営費、車両購入費（給食センター）などの増により、前年度対比５億４，９６７万９千円増の４１億
１，３７９万８千円となった。

２．性質別歳出
　人件費は、退職金、保健衛生総務事務費、小学校特別支援教員活用事業などの増があるものの、職員
給、地方公務員共済組合負担金、指定介護予防支援事業などの減により、前年度対比１億１，５４９万９千円
減の５４億４，３６６万円となった。
　物件費は、予防接種事業、行政情報化推進事業、固定資産調査委託事業、観光振興支援事業などの減
があるものの、ごみ処理事業、住民記録等システム改修事業費、給食センター運営費、ごみ指定袋制事業、
電子計算業務費、道路管理経費などの増により、前年度対比１億３１万４千円増の４５億２，４５９万８千円と
なった。
　扶助費は、生活保護費、私立保育園児童措置事業などの減があるものの、訓練等給付費等支給事業、心
身障害児通所支援事業、障害者の介護給付費等支給事業、子ども医療費助成事業などの増により、前年度
対比１億１，１７８万９千円増の３７億７，７７０万５千円となった。
　補助費等は、代宿土地区画整理事業、企業立地奨励金・地元雇用奨励金交付事業、中学校施設管理事
業などの減があるものの、臨時福祉給付金給付事業、新規立地奨励金・大規模設備投資奨励金等交付事
業、子育て世帯臨時特例給付金給付事業、無線県域及び共同指令センター運営事業などの増により、前年
度対比４億３，８４６万７千円増の２３億５，２８０万８千円となった。
　普通建設事業費は、長浦駅舎等整備事業<工事委託>（継続費）、奈良輪雨水ポンプ場整備事業＜土木工
事＞（継続費）、昭和小学校屋内運動場改築事業（継続費）、特定交通安全施設等整備事業、子育て支援
拠点施設整備事業、袖ケ浦駅海側土地区画整理事業費などの減があるものの、袖ケ浦駅舎等整備事業＜
工事委託＞（継続費）、学校給食センター建設事業（建築工事）【継続費】、奈良輪第一排水区雨水対策整
備事業、私立保育園施設整備助成事業、小学校管理工事費、三箇横田線建設事業、交差点改良事業、長
浦駅舎等整備事業、高須箕和田線建設事業、袖ケ浦椎の森工業団地整備事業、袖ケ浦駅舎等整備事業、
西内河根場線建設事業などの社会資本整備費等の増により、前年度対比１０億４，８５９万円増の６４億３，１
０４万２千円となった。



平成２６年度当初予算　歳入内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:千円）

市税 
12,794,240 

49.0% 

国庫支出金 
3,932,772 

15.0% 

市債 
3,683,000 

14.1% 

繰入金 
1,408,485 

5.4% 

県支出金 
1,248,348 

4.8% 

地方消費税交付金 
659,592 

2.5% 

使用料及び手数料 
498,012 

1.9% 

分担金及び負担金 
474,050 

1.8% 
諸収入 
467,064 

1.8% 

地 方 譲 与 税 
357,450 

1.4% 繰越金 
300,000 

1.1% 

その他 
296,987 

1.2% 

歳入総額 
26,120,000千円 

大きい順 

固定資産税 
7,288,694 

57.0% 

市民税 
4,387,407 

34.3% 

都市計画税 
504,354 

3.9% 

市たばこ税 
498,000 

3.9% 

軽自動車税 
115,785 

0.9% 

市税の内訳 
12,794,240千円 

大きい順 



平成２６年度当初予算　歳出内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:千円）

民生費 
7,401,717 

28.3% 

土木費 
5,615,162 

21.5% 
教育費 

4,113,798 
15.7% 

衛生費 
2,599,035 

10.0% 

総務費 
2,504,594 

9.6% 

消防費 
1,299,020 

5.0% 

公債費 
1,087,687 

4.2% 

商工費 
625,920 

2.4% 

農林水産業費 
481,092 

1.8% その他 
391,975 

1.5% 

歳出総額 
26,120,000千円 

〔目的別内訳〕 

大きい順 

人件費 
5,443,660 

20.8% 

物件費 
4,524,598 

17.3% 

維持補修費 
173,345 

0.7% 

扶助費 
3,777,705 

14.5% 

補助費等 
2,352,808 

9.0% 

普通建設事業費 
6,431,042 

24.6% 

災害復旧事業費 
509 

0.0% 

公債費 
1,087,687 

4.2% 

積立金 
156,836 

0.6% 

投資及び出資金 
13,582 
0.0% 

貸付金 
232,484 

0.9% 
繰出金 

1,825,744 
7.0% 

その他 
100,000 

0.4% 

歳出総額 
26,120,000千円 

〔性質別内訳〕 



 平成２６年度当初予算の主な事業＜施策分野別＞ 
 

                                    単位：千円 

施策分野 事業名 予算額 事  業  の  概  要 

 
１．市民生活 
 
『市民参加
で進める住
みやすいま
ちづくり』 

市民協働推進事業 1,413  

市民活動について理解や認識を深めてもらうとともに、市民活
動団体等に関する情報を発信していく。また、地域が抱える公
益的な課題を効果的かつ効率的に解決するため、市民活動団体
等と協働で取り組むことによって、協働によるまちづくりの推
進を図る。 
・Ｈ26 協働事業（防災対策支援事業、わくわくサイエンス事業、
子どもわくわくフェスティバル 子どもスポーツ苦手解消教室
事業） 
・協働提案制度採択事業補助金等 1,119 千円 他 

【一部新規】 
広報関係事務費 

12,487 
 

市ホームページの運営、携帯電話等への行政情報発信など、市
内外に必要な情報を発信するとともに、市民に対し予算等に関
する説明会を開催し、市政に関する情報の共有化を進める。 
○平成２６年度は、ホームページの更新を予定 

・ホームページ作成（リニューアル）委託料 8,504 千円 
・公式マスコットキャラクター着ぐるみ製作委託料 680 千円 
他 

バス路線整備事業 60,744  

地域住民の交通利便性を確保するため、市の公共交通網の骨格
を形成する既存バス路線の運行を維持するための支援を行うと
ともに、高速バスの利便性の向上に向けた取り組みを行う。 
・既存バス路線の維持に係る補助金 60,472 千円 他 

交通空白地域対策
事業 

2,337  

 交通空白地域における交通弱者の移動手段を確保するため、地
域住民や NPO が主体となった移動手段を確保する取組みを支
援する。 
・新たな地区での仕組みづくり準備費 30 千円 
・地域支え合い推進実証事業用車両賃貸借料 786 千円 
・地域支え合い推進実証事業補助金（平川地区） 1,500 千円 
 他 

男女共同参画推進
事業 

493 
自立した個人が互いを尊重し、あらゆる場において男女が平等

な立場で参画できる社会の実現を図るため、セミナーの開催、
情報誌発行等を実施する。 

【一部新規】 
電子計算業務費 

80,449 

電子計算機の安定した運用管理を行い、住民記録及び税等各種
事務の迅速性、正確性の向上を図る。 
○番号制度の導入に向けた基幹システム修正（宛名）を実施 
・基幹システム一式賃借料 56,039 千円 
・番号制度の導入に向けた基幹システム修正（宛名）18,468
千円 他 

【一部新規】 
住民記録等システ
ム改修事業費 

28,836 

社会保障・税番号制度の導入に向けた作業の一環として、平成
２７年度に実施する個人番号の付番作業のため、既存の住民記
録システム及び住基ネットシステムの改修作業を行う。 
・番号制度の導入に向けた住民記録等システム改修事業費 
28,836 千円 

火葬場整備事業 20 
火葬場を早期に建設し、公衆衛生その他公共の福祉の向上を

図るため、検討・協議をすすめる。 

 
２．防犯・防
災 
  
『災害、事
故、犯罪をな
くす安全性
の高いまち
づくり』 

【新規】 
庁舎整備事業（継
続費） 

17,611 

防災拠点として必要な庁舎の耐震改修を行う。 
○新庁舎耐震補強設計業務委託（継続事業） 

Ｈ26～27 年度   合 計 28,178 千円 
・新庁舎耐震補強設計業務委託 17,611 千円 

【拡充】 
震災対策備蓄倉庫
管理費 

5,882  

非常用食糧や避難生活に必要な資機材の整備を図り、有事に
備える。 
・トランジスタメガホン 337 千円 
・災害用マンホールトイレ（テント付）4 基 393 千円 他 



【拡充】 
防災行政無線管理
費 

7,458 

市民への情報伝達手段となる防災行政無線（固定系）、公用
車・公民館等との連絡手段となる移動系の維持管理費等 
○平成 26 年度は、難聴エリアである三箇地区に子局 1 局増設 
・防災行政無線子局増設工事 2,680 千円 他 

奈良輪雨水ポンプ
場整備事業 

705,563 

奈良輪第一排水区の浸水被害の防止のため、奈良輪第一雨水
幹線の最下流部に雨水ポンプ場を整備し、満潮時の降雨を強制
排水し浸水被害の防止に努める。 
○土木工事→平成 25 年度 2 月補正で前倒し計上 
○建築・施設工事（継続費）705,563 千円（工事委託（建築・

機械・電気） 

奈良輪第一排水区
雨水対策整備事業 

404,087 

奈良輪第一排水区の浸水被害の防止のための雨水幹線整備を
行う。 
・奈良輪第一雨水幹線橋梁実施設計委託 34,560 千円 
・奈良輪第一雨水幹線工事 205,000 千円 
・用地取得費 136,328 千円 他 

排水対策事業 8,672 
市内で冠水被害が発生している地区の排水対策を図る。 

・排水対策測量調査委託（坂戸市場地区）2,646 千円 
・排水対策工事（奈良輪御野狩地区）4,500 千円 他 

消防用車両購入事
業  

95,769  
老朽化した常備消防車両を更新＜長浦消防署＞  

・化学消防ポンプ自動車（大Ⅰ型）95,767 千円 他 

 
３．保健・医
療・福祉 
  
『すこやか
に暮らせる
ふれあいと
支えあいの
まちづくり』 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【新規】 
臨時福祉給付金給
付事業 

228,494  

消費税率の引き上げに際し、低所得者に対する適切な配慮を
行うため、暫定的・臨時的措置として、臨時福祉給付金を給付
する。 
○１人 10,000 円＜老齢基礎年金受給者等 5,000 円加算＞ 
・臨時福祉給付金 206,933 千円 他 

社会福祉事務費 6,906 

・第 2 期地域福祉計画（H27～H31 年度） 
策定委託料 2,571 千円 他 H25・26 年度で策定 

・広域市町村圏事務組合負担金（権限移譲された社会福祉法関
連業務の共同処理） 4,100 千円 

【見直し】 
難病患者療養見舞
金支給事業 

9,474 

難病の患者に対し、入通院の頻度に応じて見舞金を支給する。
○対象者、支給基準及び見舞い金額の見直し（入院 15 日以上
10,000 円/月→入院 20 日以上 7,000 円/月、通院、入院 15
日未満 5,000 円/月→通院、入院 20 日未満 3,500 円/月 等） 
・扶助費 9,474 千円 

【見直し】 
心身障害者（児）
手当支給事業 

34,935 

精神又は身体に著しい重度の障害を有するために、日常生活に
おいて常時特別の介護を要する在宅障害者（児）に手当を支給
する。 
○所得制限の導入及び支給額の見直しを実施（12,650 円→
8,650 円/月 等） 
・扶助費 34,935 千円 

【見直し】 
重度心身障害者福
祉タクシー事業 

14,992 

在宅の重度心身障害者（児）に対し、タクシー利用料金の一部
を助成することにより、社会参加を促進する。 
○見直し：ガソリン券→廃止、タクシー券枚数見直し 30 枚→
36 枚/年 等  
・扶助費 14,930 千円 他 

【新規】 
手話奉仕員養成研
修事業 

261  
君津地区４市の共同事業として、手話奉仕員養成研修を新たに

実施する 
・手話奉仕員養成講座委託料 261 千円 

【見直し】 
敬老事業 

5,690 

高齢者に長寿祝金等を贈ることにより、敬老の意を表するとと
もに長寿を祝し、併せてその福祉の増進を図る。 
○祝金の支給内容の見直し（77 歳、95～98 歳廃止、99 歳以
上 5 万→3 万）。 
・長寿祝金 5,530 千円（満 88 歳者：2 万円、満 99 歳以上
の者：3 万円）等 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【新規】 
老人福祉施設整備
助成事業 

4,172 

君津郡市広域市町村圏事務組合の老人福祉施設整備補助金に
係る一部負担金を支出し、高齢者の福祉向上を図る。 
○圏域内２施設（君津市の特別養護老人ホーム）整備補助の負
担金 
・老人福祉施設整備補助金に係る負担金 4,172 千円 

【一部新規】 
福祉作業所管理運
営事業 

58,785 

福祉作業所の管理運営を適切に実施し、利用者への作業訓練等
を行い自立と社会参加のための能力向上を図る。 
○平成２７年度に障害者総合支援法適合事業の実施に向けて準
備を進める。（法適合施設に係る改修工事を実施） 
・指定管理料 50,005 千円 
・工事請負費 8,694 千円 等 

【拡充】 
放課後児童クラブ
支援事業 

71,667 

 保護者が労働等により昼間家庭にいない児童に対し、放課後、
家庭にかわる適切な遊びや生活の場を与えて、その健全な育成
活動を行う地域組織として児童クラブを設置し、その運営等に
関し支援を行う。 
○平成 26 年度より、長浦第二放課後児童クラブ及びたからじ
ま（昭和地区）を開設する。 
・放課後児童クラブ補助金（実施団体１０クラブ）50,174 千
円 
・指定管理料 15,613 千円 他 

【見直し】 
ファミリーサポー
トセンター事業 

3,402 

子育ての援助を受けたい人（利用会員）と子育ての援助を行い
たい人（提供会員）が会員となり、地域における育児の相互援
助活動を推進する。 
○平成 26 年 4 月に、（仮称）そでがうらこども館に移転し、

社協委託から直営に切替える。 
・アドバイザー報酬 2,571 千円 他 

【新規】 
子ども・子育て支
援会議 

3,055 

子ども・子育て支援法（平成２４年８月公布）に基づく、子ど
も・子育て支援に関する施策、子ども・子育て支援事業計画の
総合的かつ計画的な推進を図る。 
・子ども・子育て支援計画策定委託料 2,556 千円 他 

【新規】 
子育て短期支援事
業 

499 

保護者の疾病その他の理由により家庭において児童を養育す
ることが一時的に困難となった場合及び経済的な理由により緊
急一時的に母子を保護することが必要な場合等に、児童養護施
設その他の保護を適切に行うことのできる施設において一定期
間、養育及び保護を行う。 
○短期入所生活援助（ショートステイ）事業、夜間養護等（ト
ワイライトステイ）事業 
・子育て短期支援事業委託料 499 千円 

【新規】 
子育て支援拠点施
設管理運営事業 

9,821  

少子高齢化が進む中で、子育てしやすい環境を整備し、子育て
家庭に対する相談、子育てサークルの育成、子どもと他世代と
の交流等の支援を行う。 
○子育て中の親子の交流の場、子育てサークル・ＮＰＯ等の活

動の場（待機児童解消のための保育所送迎ステーション、ファ
ミリーサポートセンター併設） 
・非常勤一般職報酬・費用弁償 2,579 千円 
・工事請負費・負担金 5,578 千円 他 

私立保育園施設整
備助成事業 

171,419  

待機児童解消を図るため、保育所整備を行う社会福祉法人を
誘致し子育て環境の整備を推進。 
○誘致予定地 神納コミュニティーセンター隣接地 
○平成 26 年度は、社会福祉法人による施設整備に対し市等で
助成、平成 27 年 4 月開設予定 
・工事等補助金 171,416 千円 他 



【新規】 
子育て世帯臨時特
例給付金給付事業 

95,967  

消費税率の引き上げに際し、子育て世帯への影響を緩和すると
ともに、子育て世帯の消費の下支えを図る観点から、臨時的な
給付措置として、子育て世帯に対する臨時特例給付措置を実施
する。 
○児童手当の対象となる児童１人に対して10,000円を給付す
る。 
・子育て世帯臨時特例給付金 88,280 千円 他 

【見直し】 
がん検診事業 

74,845  

健康増進法に基づき、胃がんや肺がんなどの各種がん検診を
実施し、早期発見及び早期治療を行うことで、がんによる死亡
者を減少させることを目的とする。 
○H26 より乳がん以外も自己負担金（100～800 円）を徴収 
・各種がん検診委託料 74,065 千円 他 

介護保険事業計画
等策定事業 
（介護会計） 

3,030 

介護保険法第１１７条の規定に基づき、３年を１期とする介
護保険事業に係る保険給付の円滑な実施に関する計画を定め
る。 
○高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画（計画期間：平成
２７年度～２９年度）の策定 
・計画作成委託料 3,024 千円 

【一部新規】 
認知症高齢者見守
り事業 
（介護会計） 

1,850 

介護保険法に基づき認知症の方や家族が地域で安心して生活
するための支援体制を構築する。 
○平成２６年度は、新規に認知症機能評価システムを導入する。 

・認知機能評価システム購入費 1,620 千円 他 

【新規】 
介護支援ボランテ
ィア事業 
（介護会計） 

468 

高齢者が行った介護支援ボランティア活動の実績を評価した
うえで評価ポイントを付与し、評価ポイントに応じて介護支援
ボランティア評価ポイント転換交付金を交付する。 
・交付金 44 千円 
・ボランティア手帳印刷代 135 千円 他 

 
４．学校教
育・生涯学習 
  
『豊かな人
間性を育む
文化の香る
まちづくり』 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【新規】 
授業改善推進事業 
 

 
238 

 

小中学校学習指導要領に準拠した授業改善を推進し、市内小
中学校教員の授業力を向上させることによって、児童生徒の学
力向上を図る。 
○授業改善ガイドブックの編集・発行、授業改善推進委員会等
の開催、授業研究会の実施 
・授業改善ガイドブック作成印刷製本費  238 千円 

【拡充】 
教育相談事業 

1,034 

市内の幼児・児童生徒（及びその家庭）を主な対象として、
教育に係る悩みに対する相談活動を行い、学校・家庭・関係機
関との連携を密にしたきめ細かな支援を行う。 
○平成 26 年度より、従前のいじめ・不登校等の相談内容に加
え、発達障害により就園・就学等に不安や悩みを抱える保護者
に対応するための相談員を配置する。 

【見直し】 
小学校教科書及び
補助教材購入事業 

1,564  
学習指導要領の改訂により、教師用教科書・指導書を購入す

る。（次回改定は平成２７年度の予定） 
○ワークブックの公費購入をＨ２６年度から廃止。 

【拡充】 
小・中学校特別支
援教員活用事業 

39,777 

義務教育段階における注意欠陥多動性障害などの発達障害を
持つ児童・生徒の増加に伴い、個別にきめ細かな対応を求めら
れており、特別支援教員を配置し、障害のある児童・生徒の学
習上の補助、生活上の支援などを行う。 
小学校 H25 8 名→H26 10 名 配置 
中学校 H25 7 名→H26  6 名 配置 
・小学校 24,953 千円 
・中学校 14,824 千円 

小学校管理工事費 160,060 

学校施設の耐震化の促進と適正な維持管理工事を行い、児童が
安心して学ぶことのできる環境づくりを推進する。 
○平岡小学校屋内運動場耐震補強工事設計委託（中川小学校屋
内運動場耐震補強工事は平成 25 年度 2 月補正で前倒し計上） 
○昭和小学校プール建設工事 
○その他工事 
・平岡小学校屋内運動場耐震補強工事設計委託 9,666 千円 
・昭和小学校プール建設工事費他 132,923 千円 他 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

中学校管理工事費 10,055 

学校施設の耐震化の促進を行い、生徒が安心して学ぶことので
きる環境づくりを推進する。 
○根形中学校屋内運動場耐震補強工事設計委託（長浦中学校屋

内運動場耐震補強工事は平成 25 年度 2 月補正で前倒し計上） 
・根形中学校屋内運動場耐震補強工事設計委託 10,055 千円 

学校給食センター
建設事業 

1,427,840 

建設後、相当の年数が経過し、施設・設備類の老朽化が進み維
持管理が難しく更新時期を迎えている。また、給食を取り巻く
環境も年々変化し、学校給食法の改正に伴い、平成２１年４月
には新たな『学校給食衛生管理基準』が示され、「食の安全・
安心」に向けた更なる施設・設備類の対応が必要となっている
ため改築を行う。 平成２６年秋稼働予定 
【継続費 平成 25・26 年度】 
【施設概要】 ・RC 一部鉄骨造 2 階 延床面積 3,450 ㎡、 
        ドライ方式、炊飯施設、見学施設等 
H26 年度事業 
・建築工事 963,138 千円（建築・電気・衛生設備・空調・ 
 外構工事等一式） 
・厨房機器類購入 348,053 千円 他 

【拡充】 
図書館電算処理事
業 

15,697  

中央図書館、長浦おかのうえ図書館、平川図書館、公民館図
書室のネットワークを活用し、迅速かつ均一な図書館サービス
の提供を図る。また、ホームページを充実させ、利便性の向上
と図書館からの情報発信に努める。 
○平成 26 年度にホームページのレイアウト等を更新する。 
・ホームページ更新委託料 1,350 千円 他 

 
５．環境 
 
『環境負荷
を減らし自
然と共生す
るまちづく
り』 
  
  
  

【拡充】 
環境保全対策事業 

19,472 

・広域市町村圏事務組合負担金（権限移譲された水道法関係業 
 務の共同処理） 3,265 千円  
・[継続］太陽光発電システム設置補助金 10,500 千円(7 万円
/１件×150 件）市 72 件と県 78 件補助 
・[継続］燃料電池（エネファーム）設置補助金 5,000 千円 
100,000 円/件×50 件分(県補助分)  他 

【一部新規】 
大気汚染監視機器
整備事業 

16,397 

大気環境の状況を的確に把握するため、８ケ所の測定局に設
置してある測定機器のうち、老朽化した測定機器（大気汚染物
質測定機器、気象観測機器）を計画的に更新する。 
○平成 26 年度は新たに微小粒子状物質（ＰＭ２．５）の測定
機器を新規導入する。 
○3 測定局で 3 基更新+1 基新設 
・大気汚染物質測定機器、気象観測機器購入費 15,522 千円
（うち PM2.5 測定機器 3,672 千円） 他 

 
廃棄物・土砂対策
事業 

6,520  
土砂等の埋立てによる土壌汚染及び災害が発生しないよう監

視・防止に努める。 
○平成 26 年度は不法投棄監視カメラ２台を購入、増設 

 
６．産業振興 
 
『産業が調
和した賑わ
いと活力の
あるまちづ
くり』 
  
  
  
  
 

産業振興ビジョン
策定費 

2,594 

農業、商業、工業、観光など産業に関する施策を総合的かつ
計画的に推進するための産業振興ビジョンを策定する。 
 ＜平成 25 年度 基礎調査、平成 26 年度 計画策定＞ 
・計画策定委託料 2,322 千円、 策定委員会経費 272 千円  

県営経営体育成基
盤整備事業（武田
川下流地区） 

20,885 

高生産性農地の整備及び担い手の育成、農地集積の推進を図る
ため、千葉県が進める基盤整備事業（区画整理・暗渠排水等）
に工事負担金を支出 
 ＜全体計画 平成 24 年度～29 年度  受益面積 120ha

のうち袖ケ浦市 80ha＞ 
・平成 26 年度事業 工事負担金 20,885 千円 

県営経営体育成基
盤整備事業（浮戸
川上流Ⅲ期地区） 

3,134 
  

高生産性農地の整備及び担い手の育成、農地集積の推進を図る
ため、勝・大曾根地区で千葉県が進める基盤整備事業に工事負
担金を支出する。 
＜全体計画 平成 25 年度～30 年度 受益面積 54ha＞ 
・平成 26 年度事業 工事負担金 3,134 千円 



【一部新規】 
袖ケ浦椎の森工業
団地整備事業 
（一般会計・公下
会計） 

73,150  

企業誘致の推進による産業振興及び雇用の場の確保を図るた
め、県との共同により、工業団地の整備を行う。 
○全体：実施設計（道路、緑地、水道） 
○雨水管工事：実施設計 
○汚水管工事：実施設計 
・実施設計（道路、緑地、水道）に係る負担金 41,000 千円 
・雨水管実施設計委託 21,500 千円 
・汚水管実施設計委託 10,600 千円  他  

【一部新規】 
観光振興支援事業 

 
9,987 

 
  

観光協会の実施事業に対し補助金を交付し、観光情報の発信
や特産品等の発掘・宣伝を促進するとともに、事務局の運営を
支援することで本市の観光ＰＲを推進する。 
○平成２６年度は、市観光協会ホームページのリニューアル、
新たな取り組みとなるおもてなし研修会の開催、市民等を対象
としたバスツアーの実施を支援し、更なる観光振興を図る。 
・千葉県観光物産協会負担金等 252 千円 
・袖ケ浦市観光協会等観光関係団体補助金 9,735 千円 

【新規】 
ちばアクアライン
マラソン協賛事業 

4,782 

ちばアクアラインマラソン 2014 の実施に際し、協賛事業を
実施するため、（仮称）ちばアクアラインマラソン袖ケ浦市実
行委員会を組織して、本市の魅力発信のため各種事業を実施す
る。 
○ちばアクアラインマラソン 2014 平成 26 年 10 月 19 日 

 
７．都市形
成・都市基盤 
  
『快適で調
和のとれた
まちづくり』 
 
 
 
 

袖ケ浦駅海側土地
区画整理事業 

299,802  

昭和地域の生活拠点となる袖ケ浦駅海側地区の土地区画整理
事業を推進し、事業の早期完成を図るため、土地区画整理法第
７５条に基づく技術的支援を行うとともに、千葉県土地区画整
理事業等補助金に対する負担金の支出及び袖ケ浦市土地区画整
理組合助成規則に基づく助成金の交付を行う。 
・千葉県土地区画整理事業等補助金に対する負担金 

86,625 千円 
・袖ケ浦市土地区画整理組合助成規則に基づく助成 

160,000 千円 
・土地区画整理区域内の用地買戻し 50,369 千円 
・その他委託費他 2,808 千円 

袖ケ浦駅駅舎等整
備事業 
 

1,707,578  

袖ケ浦駅南北駅前広場を結ぶ自由通路整備に併せて、駅舎橋上
化改修を行い、駅周辺地区における都市機能の向上を図る。 
＜継続費平成 24～27 年度＞ 

○鉄骨造 2 階建て 延床面積 1,206 ㎡ 
○自由通路 幅員 6m 延長約 42m      

長浦駅舎等整備事
業 

747,759  

長浦駅南北駅前広場を結ぶ自由通路のバリアフリー化整備に
合わせ駅舎橋上化改修を行い、駅周辺地区における都市機能の
向上を図る。 
（継続費平成 24～26 年度） 
○鉄骨造 2 階建て 延床面積 1,415 ㎡ 
○自由通路 幅員 6m 延長約 56m 

【一部新規】 
舗装修繕事業 

8,550 

一級・二級市道及び臨海部の市道において路面性状調査を行
い、第三者被害防止を図るとともに、計画的修繕を行うための
基礎的データを得る。（道路ストック総点検） 
・路面性状調査委託 一級・二級市道他 L=115km 4,050 千円 
・占用影響外工事 4,500 千円  

【一部新規】 
道路補修測量業務
委託 

3,119 

道路維持修繕や小規模な改築のための調査及び測量を行い、
適切な維持管理をするとともに、安全で快適な道路交通を確保
する。Ｈ26 は代宿神納線他 5 路線（21 箇所）において、法面・
土工構造物調査を実施する。（道路ストック総点検） 
・主要道路法面・土工構造物調査委託 3,119 千円  

【一部新規】 
交通安全施設補修
事業 

33,687 

交通安全施設の補修修繕を実施する。Ｈ26 は一級・二級市道
及び県道等に設置した大型案内標識と道路照明等について、点
検を実施する。（道路ストック総点検） 
・案内標識点検委託 1,700 千円【９０箇所】 
・道路照明灯点検委託 一級二級国県道他 6,102 千円 

【独立式 339 基､共架式 238 基】 
・交通安全施設設置工事他 17,966 千円 他 



交差点改良事業 65,638  

市道代宿神納線・県道長浦上総線 
○交差点改良工事 Ｌ＝２３６．３ｍ 
○信号機移設工事 一式 
・交差点改良工事 53,223 千円  
・信号機移設工事 11,977 千円 他 

川原井林線建設事
業 
 

94,641  
県道南総昭和線と国道 409 号を結ぶ市道の 1 工区（林地区の

延長 686m）の現道拡幅整備を図る。 
・道路改良舗装工事（L=80ｍ）92,438 千円 他 

高須箕和田線建設
事業 

49,699 

袖ケ浦海側特定土地区画整理事業地区内を通る市道今井坂戸
線から、ＪＲ内房線袖ケ浦駅付近の内房線をアンダーで立体交
差し、主要地方道袖ケ浦中島木更津線までの区間を整備する。
（L=407m） 
・高須箕和田線整備付帯工事 1,000 千円 
・高須箕和田線工事（県事業）地元負担金 48,415 千円 他 

三箇横田線建設事
業 

135,547  
＜全体計画（１期）Ｌ=2,100ｍ 幅員 11.0ｍ＞ 

・道路改良舗装工事（L=350m）67,716 千円 
・用地買収（25 筆）51,228 千円 他 

【新規】 
西内河根場線建設
事業 

22,000 
・路線測量委託（地形測量含）5,500 千円 
・道路、橋梁予備設計 12,500 千円 
・土質調査（２箇所）4,000 千円 

景観まちづくり推
進事業 

345  

 良好な景観の形成に取り組むため、景観行政団体として、景
観法及び景観計画に基づき、市民及び事業者と協働で良好な景
観を誘導・規制する。 
 また、景観賞等により景観について意識啓発を行い、景観ま
ちづくりを推進する。 
○平成 26 年 4 月 景観計画及び景観条例施行、運用開始 
・景観審議会委員報酬 159 千円 
・景観アドバイザー報償金 120 千円 他 

 
8．行財政 
 
『市民ニー
ズに的確に
対応する信
頼される行
財政運営』 

行政改革推進事業 280 

袖ケ浦市行政経営計画（第５次行政改革大綱）に基づき、「市
民の視点に立った行政運営」、「機能的な執行体制づくり」、
「安定した行財政運営の確立」を取り組みの柱とし、最小の経
費で最大の効果をあげるために、簡素で効率的な行財政運営を
推進するとともに市民との協働により、多様な資源を活用し市
民満足度の向上を図る。 
○現計画の計画期間が平成２６年度で終了するため、平成２７
年度を始期とする次期計画を策定。 
・非常勤職員報酬 264 千円 他 

【一部新規】 
庁舎維持補修事業 

23,000 

庁舎維持経費 
○平成２６年度は、窓口業務改善のため、１階窓口カウンター
等改修工事等を行う。 
・１階窓口カウンター等改修工事 3,250 千円 
・１階窓口カウンター等改修に伴う備品購入代 860 千円 他 

【拡充】 
議会事務局関係費 

12,976 

議会本会議や各委員会の会議録を調製し、審議状況や議決結
果などを広く市民へ周知することを目的とする。 
○ 議会だよりについてＡ4 判化する。 
・議会だより印刷製本・折り込み委託料 4,688 千円 
・本会議・委員会会議録調製、データ加工委託料 5,92７千円 
他 
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